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１． 14 年３月期の連結業績（平成13 年４月１日～平成14 年３月31 日） 
(1)連結経営成績                            （注）金額は百万円未満を切り捨て 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
14 年３月期 
13 年３月期 

120,815 (△  0.1) 
120,939 (△  5.4) 

 

949 (△ 31.5) 
1,386 (△ 54.0) 

1,005 (△ 33.5) 
1,511 (△ 47.0) 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

株 主 資 本 
当期純利益率  

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 
14 年３月期 
13 年３月期 

203 (△ 77.0) 
885 (   13.5) 

1 56 
6 62 

－ 
－ 

1.1 
4.6 

1.7 
2.5 

0.8 
1.2 

(注) ①持分法投資損益       14年３月期   192 百万円   13 年３月期   221 百万円 
     ②期中平均株式数(連結) 14年３月期  130,847,876 株  13 年３月期  133,636,460 株 
     ③会計処理の方法の変更   無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

14 年３月期 
13 年３月期 

59,770 
60,898 

18,311 
19,341 

30.6 
31.8 

142  30 
146  52 

(注) 期末発行済株式数(連結) 14 年３月期  128,685,720 株  13年３月期  131,999,449 株 
 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による          
キャッシュ・フロー 

投資活動による          
キャッシュ・フロー 

財務活動による          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 
 

百万円 百万円 百万円 百万円 
14 年３月期 
13 年３月期 

3,574 
3,919 

△2,262 
298 

△1,254 
△4,587 

1,181 
1,129 

 
 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 22 社 持分法適用非連結子会社数 － 社 持分法適用関連会社数 ７ 社 
 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規) － 社 (除外) １ 社 持分法 (新規) ２ 社 (除外) － 社 
 
 
２．15 年３月期の連結業績予想（平成14 年４月１日～平成15 年３月31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 
通    期 

63,000 
118,000 

800 
1,500 

500 
1,000 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  7 円 77 銭 
 
※ 業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は 
 今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
  上記業績予想に関連する事項につきましては、連結添付資料の６ページをご参照ください。 
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企 業 集 団 の 状 況 

 

 

 

 

<連結子会社>

飼料販売 鶏卵販売 ﾍﾟｯﾄﾌｰﾄﾞ販売 建築請負

札幌ﾉｰｻﾝ商事㈱ ㈱ﾉｰｻﾝｴｯｸﾞ ﾍﾟｯﾄﾗｲﾝ㈱ 日本ｴﾝﾃﾑ建設㈱

東北ﾉｰｻﾝ商事㈱ 四国ﾉｰｻﾝｴｯｸﾞ㈱ （当社及び連結子会社

関東ﾉｰｻﾝ商事㈱ ㈱ﾉｰｻﾝ・ｴﾐｰ 飼料添加物製造販売 　と取引）

東海北陸ﾉｰｻﾝ商事㈱ ﾆｯﾁｸ薬品工業㈱

北九ﾉｰｻﾝ商事㈱ 食肉・加工品販売 不動産管理・損保代理

南九州ﾉｰｻﾝ商事㈱ ㈱ﾉｰｻﾝﾌｰｽﾞ 　　食肉 ㈱ﾉｰｻﾝ･ｴｰｼﾞｪﾝｼｰ

㈱ニチロ飼料 ﾉｰｻﾝ食品㈱ （当社及び連結子会社

　と取引）

食肉の処理加工 実験動物生産販売

九州ﾉｰｻﾝﾐｰﾄ㈱

農場 農場

㈱阿蘇高原ﾌｧｰﾑ ㈱北海道中央種鶏場

房総ﾌｧｰﾑ㈱

㈱九州ﾉｰｻﾝﾌｧｰﾑ

<持分法

　適用会社>

飼料製造 食肉の処理加工 　<その他の関係会社>

釜石飼料㈱ ときめきﾌｧｰﾑ㈱ 　三菱商事㈱

㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝﾌｨｰﾄﾞ 宮崎ｻﾝﾌｰｽﾞ㈱

道東飼料㈱ ㈱ﾌﾚｯｼｭｷｯﾁﾝ

農場

㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝﾌｧｰﾑ

㈱ﾅﾙｸ

日　　本　　農　　産　　工　　業　　㈱

飼料事業 食品・畜産事業 ライフテック事業 その他事業
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経 営 方 針 
 

当社グループは、お客様が満足される質の高い経営をすすめ、その成果は「株主」「社員」「地域社会」

などすべての関係者に、最大限の満足をいただける適正な配分を行うことにより、社会的な使命を果たし

ます。 

中期経営計画「NGP(Nosan Group Plan)－２００５」の中間年度に当たる２００３年３月期を、“最終

目標”達成のための基礎的な成果確認の重要な年度と位置付け、“基本方針（ビジョン）”に基づく経営

をすすめることにより、着実な成果を残すべく努力してまいります。 

 

Ⅰ．基本方針（ビジョン） 

 １．「打たれ強い会社」・「新しい芽を持つ会社」を目指す －当社ｸﾞﾙｰﾌﾟの進む基本的な方向－ 

 （１）「打たれ強い会社」 

   消費者・ユーザーのニーズに沿った“品質の力”と、競争に耐えうる“コストの力” 

   を構築して、打たれ強さへの体質強化と収益力拡大への基盤をつくる 

 （２）「新しい芽を持つ会社」 

   成長分野、成熟産業でのニッチの分野において、新しい事業の開拓や新商品の開発により、 

   収益拡大と収益構造の転換を目指す 

 ２．「ノーサングループ」の一層の強化を図る －21世紀を勝ち残るための５項目－ 

 （１）“環境・安全・安心・健康”を当社グループの基本姿勢とする 

 （２）“事業の選択と集中”をすすめる  

 （３）ネット社会に対応する 

 （４）知の結集とさらなる向上を目指す 

 （５）キャッシュフローの増加を図る 

 ３．透明性を高め、コンプライアンス（法律、規定の遵守）を重視する －企業としての姿勢－ 

Ⅱ．目標 

 「NGP－２００５」の連結目標数値は、２００５年３月期に、“ROE１２％、経常利益 

  ５５億円、当期利益３１億円および１株あたり配当金 10円”の達成にあります。 

  

この基本方針に基づき、当社グループ全員が目標を充分認識し、目標達成のため、スピード感をもって

具体的な諸施策を実行してまいります。「絶えざる変革とチャレンジ」により、品質の向上、コストの

削減、顧客戦略及び地域戦略の樹立、新製品（新技術）の開発などを遂行し、NGP－２００５の達成と

ともにエクセレントカンパニー実現に向かって着実に歩んでいく所存です。 
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経営成績及び財政状態 
 

(１)経営成績 

当期の概況  

 当期のわが国経済は、個人消費の低迷と一時回復の兆しを見せていた民間設備投資の

落ち込み、先行きに対する不透明感の高まりによる株価の急落もあり、デフレ傾向を強

めつつ厳しさを増していましたが、期の終盤になり鉄鋼などの在庫調整の進展や、鉱工

業生産で底打ちの動きが見られました。しかしながら、高い失業率と家計所得の伸び悩

みを背景とした個人消費の低迷は避けられず、民間設備投資の減少もあり、依然として

厳しい状況が続いています。 

 飼料・食品業界においては、昨年９月に発生したＢＳＥ問題に追い討ちをかけるよう

に次々と明るみにでた食品偽装表示事件が、安全・安心志向を一段と強めていた消費者

の信頼喪失に繋がり、個人消費の低迷に拍車をかけました。 

 こうした情勢のなか、当社グループは、前期よりスタートした中期経営計画ＮＧＰ－

２００５のもと、“環境・安全・安心・健康”“コンプライアンス”に留意しつつ積極

的に事業展開しましたが、飼料事業は売上数量が前期をやや上回ったものの、食品・畜

産事業およびライフテック事業では価格競争や消費者の低価格志向の影響を強く受けた

厳しい環境でありました。 

 その結果、売上高は１，２０８億円（前期比９９．９％、１億円の減収）となりまし

た。また、経常利益は、主として前期から進めてきた関係会社の事業再構築が実を結び

始めていることや、バイオ新分野の順調な伸長などがありますが、飼料の採算が依然と

して厳しいなかでのＢＳＥ関連費用の発生などがあり、１０億５百万円（前期比６７％、

５億６百万円の減益）に止まりました。 

 また、特別利益として固定資産売却益など６億２２百万円を計上しましたが、貸倒引

当金繰入れ２億９２百万円、平成１５年６月に閉鎖予定の小樽工場の臨時償却費２億８

７百万円、さらには、ＢＳＥ関連費用として１億８９百万円などの特別損失９億７４百

万円を計上しました。その結果、当期純利益は２億３百万円（前期比６億８１百万円の

減益）となりました。 

 

飼料事業 

 畜産業界は、ＢＳＥ問題の発生により大きな混乱に見舞われ、肉牛肥育生産者が牛肉

需要の大幅な減退と相場の低迷により経営を直撃されたほか、酪農業者も老廃牛の処理

などで、大きな困難に直面しました。一方、豚肉とブロイラーは、牛肉からの代替需要

増により、品不足と相場の高騰が起こりました。 

これらの影響により、畜産飼料の全国需要量は前年並みに推移しましたが、ＢＳＥ問題

関連規制によるコストアップなど、飼料業界としても大きな痛手を被りました。 

 こうしたなかで当社グループの販売数量は、業界水準を若干上回ることができたもの

の、収益面では原料価格の上昇、為替相場の変動等の要因を受け、四半期ごとに価格改 
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定を実施したことや、農場子会社の業績好転がありましたが、ＢＳＥ問題によるコスト

アップ分などを吸収するには至らず、前期に比べ非常に厳しい結果となりました。 

 また、水産飼料においては、銀鮭等の魚価低迷、業界全体の熾烈な販売競争の結果、

販売数量は前期を下回りました。 

 このような状況下で当社は、飼料の安全性に関する諸規則を遵守し、畜水産物の安

全・安心を確保するため、ＮＱＭ（Nosan Quality Management）の継続などによる最

善の対応をとるとともに、各工場ごとにさらなる製造費の低減と、物流費の削減にも取

り組んでいます。また、北海道地区における再構築として合弁により設立した牛用飼料

専門会社の工場建設工事着工、さらには、昨年１２月株式会社ニチロ飼料を完全子会化

するなど着実に販売の足元を固めるとともに、ユーザーニーズにあった新製品の開発、

販売を行ってまいりました。 

 以上の結果、売上高は７２０億円（前期比１０５％、３２億円の増収）となり、営業

利益は１億２７百万円（前期比１９％、５億３１百万円の減益）となりました。 

 

食品・畜産事業 

 主力のヨード卵・光は、２年目に入った「ハッピープレゼントキャンペーン」を中心

に継続購入者の増加を図るとともに、新規需要を掘り起こすためテレビコマーシャルを

集中的に実施しました。この結果、販売数量回復の兆しが見られましたが、長引く個人

消費の低迷と大手量販店の販売不振により、販売数量は前期を下回りました。また、食

肉および鶏卵販売子会社が同様の影響を受けたことに加え、東北での農場子会社の清算

などもあり、前期に比べ大幅な減収となりました。しかしながら、採算面ではコストダ

ウンや、鶏卵販売子会社に代表される合理化効果等、事業再構築による成果が大きく寄

与しました。 

 新商品としては、ベルギーの大手鶏卵会社ベロボー社との技術提携により、脂肪バラ

ンスに配慮した中級差別化卵バランス２１を発売し、商品のラインアップを充実させま

した。ヨード卵・光の関連商品では、無添加シリーズヨード卵・光の親子丼を発売し、

市場の開拓に努めました。また、既存のマヨネーズ、玉子どうふ、温泉玉子については、

積極的な拡販に取り組んだ結果、順調に販売数量を伸ばしました。 

 一方、食肉事業については、食肉販売会社のパック部門を分離し、昨年８月に三菱商

事株式会社と合弁で新会社株式会社フレッシュキッチンを立ち上げ再編を進めました。 

 以上の結果、売上高は３６７億円（前期比９２％、３０億円の減収）となり、営業利

益は５億１１百万円（前期比３１４％、３億４８百万円の増益）となりました。 

 

ライフテック事業 

 バイオ部門においては、実験動物飼料の販売数量が製薬業界の効率化、実験指針の国

際的統一化などによる動物実験の減少により微減となりましたが、一方で新分野の研究

用試薬ミクロソームは倍増し、薬物代謝研究用抗体はヨーロッパ向けの販売につき英国

代理店２社を起用して輸出を開始しました。また、米国のプロテインサイエンス社に出 
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資し、提携したタンパク発現分野の受託業務も順調に拡大するとともに、米国のミッド

ウェスト研究所と新たに業務提携し、タンパクの構造解析分野へも参入しました。さら

に、バイオ研究所を研究開発センターから独立させ、技術力強化に努めています。 

 アメニティ部門におけるペットフードは、肥満の犬猫を対象に体脂肪の燃焼機能をも

たせたプレミアムフードで専門店ルートを開拓するとともに、量販店ユーザーの価格志

向に対応した新銘柄も発売しましたが、前期から続く販売競争激化を克服しきれず、売

上高は前期を下回りました。競走馬飼料は、調教師や牧場経営者のニーズに応え運動生

理学をとりいれた新製品の発売や、牧草成分に応じたユーザー個別の商品対応、さらに

は最新栄養学セミナーを開催して技術啓蒙に努め、販売数量は前期を上回りました。 

 以上の結果、売上高は１１１億円（前期比９７％、３億円の減収）となり、営業利益

は３億３８百万円（前期比７３％、１億２３百万円の減益）となりました。 

 

次期の見通し 

 新年度に入りわが国経済は、米国の景気回復の恩恵に浴する形で、今後循環的な景気

回復への期待が高まっているものの、雇用・設備調整圧力が根強く残り、デフレ傾向は

続くものとみられています。 

 こうしたなか畜産飼料は、飼料総需要量の減少傾向による価格競争激化やＢＳＥ問題

を抱えており、また、水産飼料は、主原料である魚粉価格高騰によるコスト増のため、

引き続き厳しい環境が予測されます。当社グループとしましては、市場価格に適合でき

る低コスト体質の構築を図ることにより、収益重視の販売戦略を実施し、効率的な物流、

生産体制を実行することにより、確固たる収益基盤を構築する所存です。 

 食品・畜産事業では、食に対する消費者の信頼が低下しているなか、法律・規定の遵

守と、永年にわたり培ったブランド価値の向上に努めてまいります。また「選択と集

中」を進めるなかで、鶏卵事業を中核と位置付け、地域性を重視し市場の急速な変化に

即応するため、販売体制の強化の一環として、東西の両営業部を新設し、販売数量の増

加と収益の拡大を図ってまいります。食肉事業については、さらに大きな枠組みのなか

で、今日まで築き上げた販売基盤と飼料事業との関係も重視した再構築に向けて取り組

んでいるところです。 

 ライフテック事業では、新しい芽である薬物代謝・生殖医療・タンパク発現・Ｔg

（トランスジェニック）動物のバイオ新部門において、独自技術による自社製品の開発、

海外ベンチャー企業との提携推進などにより、事業の拡大・収益性の確保に努めてまい

ります。 

 本年４月、戦略機能の強化・利益責任の明確化・若手の登用や社内における競争意識

の向上を主眼とする大幅な組織改編を行いました。 ＮＧＰ－２００５の中間点となる

８７期、改編した新組織のもと、利益目標の達成に向け全力で取り組む所存です。 

 これらの結果、次期の売上高は１，１８０億円（前期比９８％）、経常利益は１５億

円（前期比１４９％）、当期純利益は１０億円（前期比４９３％）を見込んでいます。 
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(２)財政状態 

当期の概況  

 当期における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、設備投

資２３億円余などの支出がありましたが、これらを税金等調整前当期純利益、減価償却

費、固定資産売却などの収入により賄い、当期末は前期末に比べ５２百万円増加の１１

億８１百万円（前期比１０５％）となりました。 
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果得られた資金は、３５億円余（前期比９１％）となりました。これは

主として税金等調整前当期純利益が６億５２百万円、減価償却費２６億９１百万円、受

取手形信託譲渡等による売上債権の減少３億５７百万円などによるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動の結果使用した資金は、２２億円余となりました。これは主として固定資産

の売却による収入が８億３０百万円などあった一方で、飼料工場設備等の固定資産の取

得による支出が２３億２４百万円、他社との合弁による新会社設立のための投資が２億

５０百万円あったこと等によるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果使用した資金は、１２億円余（前期比２７％）となりました。これは

主として長期借入金の約定弁済１６億６３百万円に見合う新規借入金が１５億１２百万

円及び短期借入金３億円があった一方で、配当金５億２６百万円、自己株式買入消却の

ための支出を４億９８百万円行ったこと等によるものです。 

 

 

次期の見通し 

 営業活動によって得られるキャッシュ・フローのうち税金等調整前当期純利益は、事

業環境は依然として厳しいものの、低コスト体質の構築を図ること等により収益重視を

実施するなど、業績の改善を見込んで当期より増加を予定しています。また、減価償却

費は若干減少する見込です。 

 投資活動に使用されるキャッシュ・フローのうち設備投資額は、飼料工場の能力増強

や合理化投資を予定していることから当期より増加を見込んでいます。 

 財務活動に使用されるキャッシュ・フローは、資本効率の向上を図るため自己株式の

取得等を予定していますが、若干の借入金増加程度で賄える見込みです。 

以上の結果、次期の現金及び現金同等物の期末残高は、当期並みの１２億円程度を予想

しています。 
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連 結 貸 借 対 照 表 

（単位：百万円） 

 

当 期 末 前 期 末 当 期 末 前 期 末

資 産 の 部 比較増減 比較増減

(14.3.31) (13.3.31) (14.3.31) (13.3.31)

Ⅰ　流　動　資　産 30,920 32,162 △ 1,242 Ⅰ　流　動　負　債 34,371 34,120  250

現 金 及び預金  1,181  1,129  52  14,463  14,519 △ 55

受取手形及び売掛金  20,445  21,073 △ 627  14,702  14,627  75

た な 卸 資 産  6,096  6,234 △ 138  939  385  554

短 期 貸 付 金  1,360  1,517 △ 157  164  154  10

繰 延 税金資産  505  67  438  2,040  1,367  673

そ の 他  1,528  2,376 △ 848  13  7  6

貸 倒 引 当 金 △ 196 △ 235  38  －  653 △ 653

 2,046  2,406 △ 359

Ⅱ　固　定　資　産 28,849 28,736  113

  1 有 形 固 定 資 産 19,742  20,406 △ 663 Ⅱ　固　定　負　債 7,087 7,360 △ 273

建物及び構築物 7,854  8,176 △ 322  3,166  3,092  73

機械装置及び運搬具 5,984  6,311 △ 326  1,071  1,009  62

土 地 4,976  5,126 △ 150  2,785  3,140 △ 355

そ の 他 927  791  135  64  118 △ 54

  2 無 形 固 定 資 産 180  217 △ 36

  3 投資その他の資産 8,926  8,112  814  41,458  41,481 △ 22

投 資 有価証券 5,855  5,576  278  －  76 △ 76

長 期 貸 付 金 860  568  291

繰 延 税金資産 186  211 △ 25 Ⅰ 資 本 金 7,411 7,411 － 

再生債権、更生債権等 459  141  317 Ⅱ 資 本 準 備 金  2,731  3,230 △ 498

そ の 他 1,988  1,748  240 Ⅲ 連 結 剰 余 金  7,925  8,267 △ 342

貸 倒 引 当 金 △ 423 △ 133 △ 289 Ⅳ
その他有価証券
評 価 差 額 金

 383  502 △ 119

Ⅴ 自 己 株 式 △ 140 △ 71 △ 69

　　　

 18,311  19,341 △ 1,029

資 産 合 計 59,770  60,898 △ 1,128  59,770  60,898 △ 1,128

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

繰 延 税 金 負 債

賞 与 引 当 金

負債・資本の部

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

そ の 他

長 期 借 入 金

負債･少数株主持分
及 び 資 本 合 計

繰 延 税 金 負 債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

資 本 合 計

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分
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連 結 損 益 計 算 書 

  （単位：百万円） 

Ⅰ 120,815 120,939 △ 123

Ⅱ 103,082 102,109 972

( 17,732 ) ( 18,829 ) ( △ 1,096 )

Ⅲ 16,782 17,442 △ 660

949 1,386 △ 436

Ⅳ 562 679 △ 116

107 132 △ 25

192 221 △ 29

262 324 △ 61

Ⅴ 507 553 △ 46

298 350 △ 52

209 203 5

1,005 1,511 △ 506

Ⅵ 622 4,159 △ 3,537

618 1,392 △ 774

3 10 △ 6

－ 1,716 △ 1,716

－ 1,040 △ 1,040

Ⅶ 974 3,900 △ 2,926

158 678 △ 520

292 34 257

－ 2,787 △ 2,787

40 － 40

1 125 △ 123

4 － 4

－ 46 △ 46

－ 227 △ 227

287 － 287

189 － 189

652 1,770 △ 1,117

701 975 △ 273

△ 259 △ 105 △ 154

7 15 △ 8

203 885 △ 681当 期 純 利 益

投資有価証券売却益

固 定 資 産 評 価 損

貸倒引当 金繰入額

特 別 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

固定資産 売除却損

少 数 株 主 利 益

税金等調整前当期純利益

投資有価証券評価損

営 業 利 益

営 業 外 費 用

固 定 資 産 売 却 益

有価証券信託設定益

支 払 利 息

特 別 利 益

経 常 利 益

配合飼料価格安定基金返還金

特 別 退 職 金

至 14. 3.31

( 売 上 総 利 益 ）

摘 要 自 13. 4. 1

販売費及び一般管理費

持分法による投資利益

そ の 他

受取利息及び配当金

営 業 外 収 益

そ の 他

退職給付移行時損失

比 較 増 減

売 上 原 価

前 　　  期

自 12. 4. 1

至 13. 3.31

売 上 高

当 　　  期

投資有価証券売却損

工場閉鎖臨時償却費

Ｂ Ｓ Ｅ 関 連 費 用

ゴルフ会員権評価損



－ 10 －  

 

連 結 剰 余 金 計 算 書 

    （単位：百万円） 

 

Ⅰ 8,267 7,943

Ⅱ 0 －

連結子会社除外による剰余金増加高 0 －

Ⅲ 546 560

配 当 金 527 537

役 員 賞 与 19 20

（ う ち 、 監 査 役 分 ） （ 2 ） （ 2 ）

連結子会社除外による剰余金減少高 － 3

Ⅳ 203 885

Ⅴ 7,925 8,267

前 　 　 期

自 12. 4. 1

至 13. 3.31

科　　　　　　　　　目

当　　 　期

自 13. 4. 1

至 14. 3.31

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

当 期 純 利 益

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

連 結 剰 余 金 増 加 高
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連 結 キ ャ ッ シ ュ ・フ ロ ー 計 算 書 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 税金等調整前当期純利益 652 1,770

 減価償却費 2,691 2,660

 長期前払費用償却額 99 102
 連結調整勘定償却額 △ 1 －

 貸倒引当金の増加額 253 99

 未払賞与(賞与引当金)の減少額 △ 73 △ 26

 退職給付引当金の減少額 △ 409 △ 163

 退職給付信託設定益 － △ 1,716

 退職給付移行時損失 － 2,787
 受取利息及び受取配当金 △ 107 △ 132

 支払利息 298 350

 持分法による投資利益 △ 192 △ 221

 固定資産売却損益 △ 610 △ 1,060

 固定資産除却損 171 372

 遊休固定資産評価損 － 227
 投資有価証券売却損益 1 △ 10

 投資有価証券評価損 1 125

 ゴルフ会員権評価損 － 46

 売上債権の増減額 357 △ 1,323

 たな卸資産の減少額 43 610

 仕入債務の増減額 △ 52 2,607
 その他流動資産の増減額 796 △ 1,547

 その他流動負債の増減額 △ 243 216

 未払消費税等の増減額 7 △ 129

 その他の増減額 37 34

　　小　　　　　計 3,720 5,679

 法人税等（事業税含む）の支払額 △ 146 △ 1,760

　　合　　　　　計 3,574 3,919

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 利息及び配当金の受取額 152 147
 固定資産の取得による支出 △ 2,324 △ 2,510

 固定資産の売却による収入 830 1,846

 子会社株式の取得による支出 △ 81 －

 投資有価証券の取得による支出 △ 402 △ 19

 投資有価証券の売却による収入 51 224

 短期貸付金減少額 156 49

 長期貸付金による支出 △ 483 △ 174
 長期貸付金の回収による収入 181 925

 その他の支出 △ 394 △ 264

 その他の収入 51 74

　　合　　　　　計 △ 2,262 298

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 短期借入金の増減額 300 △ 916

 長期借入による収入 1,512 430

 長期借入金の返済による支出 △ 1,663 △ 2,800
 自己株式買入消却のための支出 △ 498 △ 358

 自己株式の取得による支出 △ 69 △ 71

 配当金の支払額 △ 526 △ 535

 利息の支払額 △ 308 △ 335

　　合　　　　　計 △ 1,254 △ 4,587

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 57 △ 370

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,129 1,522

Ⅵ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △ 5 △ 23

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,181 1,129

至　13. 3. 31

前　　　　期

自　12. 4.  1

(単位：百万円)

項　　　　　　　　　　　　　　目

当　　　　期

自　13. 4.  1
至　14. 3. 31



－ 12 －  

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１．連結の範囲に関する事項 

全ての子会社を連結の範囲に含めています。 

連結の範囲に含まれている子会社は、房総ファーム㈱、㈱ノーサンフーズ、ノーサン食品㈱、ペットライン㈱、㈱ノー

サンエッグ、㈱ノーサン・エミー外１６社、合計２２社です。 

なお、前連結会計年度に連結の範囲に含めていた㈱東北ノーサンファームは、清算結了しましたので、当連結会計年度

は連結の範囲から除外しました。 

２．持分法の適用に関する事項 

関連会社の㈱ジャパンファーム、㈱ジャパンフィード、釜石飼料㈱、道東飼料㈱、宮崎サンフーズ㈱、ときめきファー

ム㈱、㈱フレッシュキッチン、の７社全てに対して持分法を適用しています。 

３．連結子会社の決算日等に関する事項 

   連結子会社は、いずれも親会社と同じ決算日です。 

４．会計処理基準に関する事項 

  (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

     有価証券  

    その他有価証券 

     時価のあるもの        決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法による） 

     時価のないもの        移動平均法による原価法 

    たな卸資産 

     商   品           最終仕入原価法 

     製品・原材料・仕掛品・貯蔵品  主として移動平均法による原価法 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却方法 

      有形固定資産     主として定率法を採用しています。 

               なお、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）は定額法によっています。 

     無形固定資産     定額法を採用しています。 

なお、ソフトウェア（自社利用）は社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っています。 

  (3)重要な引当金の計上基準 

    貸倒引当金      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債 

               権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

    退職給付引当金    従業員の退職給付に充てるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見 

込額に基づき計上しています。 

なお、数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を、発生の翌連結会計年度から費用処理しています。 

    役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。 

(4)重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 

              ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

(5)重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

      金利スワップ取引における特例処理を資金調達取引について行なっています。 

  ②ヘッジの手段とヘッジ対象 

     ヘッジの手段：金利変動リスクについて金利スワップ取引を利用しています。 

     ヘッジ対象 ：金利変動による損失の可能性があり、ヘッジ取引によりキャッシュ・フローが固定され、その変 

            動が回避される資金調達取引 

  ③ヘッジ方針 

     資金調達取引にかかる金利変動リスクに対して金利スワップにより特例処理の要件を満たす範囲内において、ヘ 

     ッジを行なっています。 

  ④ヘッジの有効性評価の方法 

     事前の有効性評価として、取引開始時に特例処理の要件を満たす金利スワップ取引であるか評価しています。 

  (6)消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっています。 
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６．連結調整勘定の償却に関する事項 

   連結調整勘定は、原則として発生日以後５年間で均等償却し、少額な場合は発生年度に償却する方法によっています。 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しています。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲に含めた現金及び現金同等物は、手許現金及び要求払預金のほか、 

   取得日から３ヶ月以内に満期の到来する定期性預金からなっています。 

 

（追 加 情 報） 

  未払従業員賞与 

従来、従業員に対して支給する賞与に充てるため、当連結会計年度負担分を確定に準ずる算定方法により｢賞与引当金｣

として表示していましたが、リサーチ･センター審理情報[No.15]「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目につい

て」（平成13年2月14日 日本公認会計士協会）が公表されたことにより、当連結会計年度より｢未払費用｣に含めて表示

する方法に変更しています。 

なお、当連結会計年度末に｢未払費用｣に計上している未払従業員賞与の額は579百万円です。 
 

（注 記 事 項） 
〔連結貸借対照表の注記〕 
                   (当 期 末)            (前 期 末) 

 １．有形固定資産減価償却累計額               34,084百万円            32,132百万円 

 ２．担保に供している資産                      8,092百万円             8,139百万円 

 ３．非連結子会社及び関連会社の株式等  

    投 資 有 価 証 券 （株 式）             2,680百万円             2,299百万円 

 ４．保証債務                                  3,265百万円             3,253百万円 

 ５．手形信託譲渡高                              773百万円                －百万円 

 ６．自己株式の数及び                            624,212株               310,483株 

   貸借対照表価額                              140百万円                71百万円 

 ７．連結会計年度末日満期手形の処理 

期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しています。従って、前連結会計年度及び当連結会計年度

の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が連結会計年度末残高に含まれています。 

                                       (当 期 末)            (前 期 末) 

                受取手形         431百万円              430百万円 

                支払手形           9百万円               38百万円 
 

〔連結損益計算書の注記〕  
 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

                        （当  期）     （前  期） 

  販 売 奨 励 金                                  475百万円             603百万円 

  配合飼料価格安定基金                                1,194  〃               968  〃 

  運 送 費                                4,573  〃             4,692  〃 

  貸 倒 引 当 金 繰 入 額                                    3  〃                64  〃 

  従 業 員 給 料 手 当                                3,558  〃             3,688  〃 

  従 業 員 賞 与                                  992  〃               667  〃 

  賞 与 引 当 金 繰 入 額                                   －  〃               407  〃 

  退 職 給 付 費 用                                  335  〃               318  〃 

  役員退職慰労引当金繰入額                       34  〃                44  〃 

  減 価 償 却 費                                  329  〃               321  〃 

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

                        （当  期）     （前  期） 

                          763百万円             831百万円 
 

〔連結キャッシュ・フロー計算書の注記〕  
 

 当  期（自平成13年4月1日 至平成14年3月31日） 
 

 手形債権を流動化したことにより、営業活動によるキャッシュ・フローが773百万円増加しています。 
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①セグメント情報 
 

１． 事業の種類別セグメント情報 

 

（注）1．事業区分の方法 

     事業区分は、製品の種類・性質及び市場の類似性を考慮して区分しています。 

   2．各事業の主な製品及び事業内容     

     (1)飼 料 事 業       ・・・鶏用飼料、豚用飼料、牛用飼料及び魚用飼料 

     (2)食品・畜産事業・・・ヨード卵、ヨード卵関連商品、鶏卵、食肉、素畜 

     (3)ﾗ ｲ ﾌ ﾃ ｯ ｸ 事 業       ・・・ペットフード、馬用飼料、実験動物及びその飼料、バイオ関連商品 

     (4)そ の 他 事 業       ・・・建築請負、不動産管理及び役務等 

3.当期における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,606百万円であり、その主

なものは、親会社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係

る資産等です。 

 

2．所在地別セグメント情報 

  本国以外での売上高及び営業損益はありません。 

 

3．海外売上高 

  海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しました。 

 
 

(単位：百万円)

飼 料食 品ﾗ ｲ ﾌ ﾃ ｯ ｸそ の 他 消去又は
事 業畜産事業事 業事 業 全 社

Ⅰ．売上高及び営業損益
売 上 高

 (1) 外部顧客に対する売上高 72,072 36,751 11,145 845 120,815 － 120,815
 (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高 2,083 239 1,813 647 4,782 (4,782) －

74,155 36,991 12,958 1,492 125,598 (4,782) 120,815
営 業 費 用 74,027 36,479 12,619 1,500 124,628 (4,762) 119,865
営業利益又は営業損失（△） 127 511 338 △　　7 969 (20) 949

Ⅱ．
資 産 33,930 10,987 7,821 2,083 54,821 4,948 59,770
減 価 償 却 費 1,481 526 529 4 2,542 148 2,691
資 本 的 支 出 1,644 336 239 － 2,220 70 2,290

(単位：百万円)

飼 料食 品ﾗ ｲ ﾌ ﾃ ｯ ｸそ の 他 消去又は
事 業畜産事業事 業事 業 全 社

Ⅰ．売上高及び営業損益
売 上 高

 (1) 外部顧客に対する売上高 68,782 39,769 11,474 912 120,939 － 120,939
 (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高 2,425 174 1,906 967 5,473 (5,473) －

71,208 39,943 13,380 1,880 126,412 (5,473) 120,939
営 業 費 用 70,549 39,781 12,917 1,762 125,010 (5,457) 119,552
営 業 利 益 659 162 462 117 1,402 (15) 1,386

Ⅱ．
資 産 34,247 11,342 8,380 2,177 56,148 4,750 60,898
減 価 償 却 費 1,345 578 561 4 2,490 170 2,660
資 本 的 支 出 1,366 700 514 9 2,591 45 2,636

計 連 結

計

当　　　　　期
（自平成13年４月１日　　至平成14年３月31日）

摘　　　　　要

前      　　期
（自平成12年４月１日　　至平成13年３月31日）

計 連 結

資産、減価償却費及び資本的支出

資産、減価償却費及び資本的支出

計

摘　　　　　要
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②リース取引関係 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

           （当  期）    （前  期） 

         工具器具及び備品等   工具器具及び備品等 

 １． 取 得 価 額 相 当 額                         1,437 百万円           1,606 百万円 

    減価償却累計額相当額                           871   〃               876   〃   

    期 末 残 高 相 当 額                           565  〃               730   〃   

 

 ２． 未経過リース料期末残高相当額 

     １ 年 内                 215 百万円             252 百万円 

     １ 年 超                  349  〃               477  〃   

   ─――――――――   ─――――――――     ─――――――――  

     合   計                565   〃               730  〃    

 

 ３． 支払リース料（減価償却費相当額）       255 百万円             274 百万円 

 

 ４． 減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっています。 

 

 ５． 上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高相当額の割合が低いため、 

    支払利子込み法によっています。 

 
 
③関連当事者との取引 
 
1. 親会社及び法人主要株主等 

関 係 内 容  

属 性  
会 社 等  

の 名 称  
住 所  

資本金又は  

出 資 金  
事 業 の 内 容  議決権等の被所有割合 

役 員 の  

兼 任 等  

事 業 上 の 

関 係  

取 引 の 内 容  取 引 金 額  科 目  期 末 残 高  

飼料等の販売 
百万円 

  5 ,857 
売 掛 金 

百万円 

      182 
そ の他

の関係

会  社  

三菱商事㈱  東京都 

千代田区 

百万円 

126,608 

総合商社 直接   20.80％ 三 菱 商 事 ㈱

から 

 転籍2人 

 兼任1人 

  

当 社 から飼料等

を販売し、同社

より原材料等を

購 入 し て い ま

す。 

原 材 料 等 の 
購入 

 

百万円 
  25 ,716 

買 掛 金 
百万円 

    3 ,735 

（注）１．上記取引金額には、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等を含んで表示しています。 
   ２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

（１）三菱商亊(株)への飼料の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の上、一般取引 
        条件と同様に決定しています。 

（２）原材料の購入については、三菱商亊(株)以外からも複数の見積りを入手し、毎期価格交渉の上、市場の実勢価格をみて発注先 
を決定しています。 

 

２．子会社等 

関 係 内 容  

属 性  
会 社 等  

の 名 称  
住 所  

資本金又は  

出 資 金  
事 業 の 内 容  議決権等の所有割合 

役 員 の  

兼 任 等  

事 業 上 の 

関 係  

取 引 の 内 容  取 引 金 額  科 目  期 末 残 高  

関 連  

会 社  

㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝ 

ﾌｨｰﾄﾞ 

茨城県 

鹿島郡 

 

 

百万円 

    300 

飼料の製造 直接  30.00 ％ 

 

 

 出向1人 

 兼任1人 
  

当 社 から飼料の

製造委託をして

います。 

債務保証 

 

 

 

百万円 

    1 , 109 

            

            

      ― 

 

    ― 

 

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等 
・(株)ｼﾞｬﾊﾟﾝﾌｨｰﾄﾞに対する債務保証は、三菱商亊ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｻｰﾋﾞｽ(株)からの融資 685百万円、日本政策投資銀行からの融資216 百万円 

 及び農林中央金庫からの融資208 百万円に対して保証したものです。 
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④税効果会計 
 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                                （当   期） 

    繰延税金資産 

     退職給付引当金損金算入限度超過額                      1,591 百万円 

     繰越欠損金                                              664   〃 

     未払従業員賞与損金算入限度超過額                        174   〃 

     減価償却費損金算入限度超過額                            151   〃 

     広告宣伝費否認                                           95   〃 

     遊休土地評価損                                           94   〃 

     その他                                                  303   〃 

    繰延税金資産小計                                        3,075   〃 

    評価性引当額                                         △   747   〃 

    繰延税金資産合計                                        2,327   〃 

    繰延税金負債 

     固定資産圧縮積立金                                 △ 1,287   〃 

     退職給付信託                                       △   697   〃 

     貸倒引当金損金算入限度超過額                       △   362   〃 

     その他有価証券評価差額金                           △   272   〃 

     前払飼料安定基金                                   △    98   〃 

     その他                                             △     2   〃 

    繰延税金負債合計                                     △ 2,720   〃 

    繰延税金負債の純額                                   △   393   〃 

 
⑤有価証券 
 

 

 

 

 

当期（平成14年3月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

連結貸借対照表

計　上　額

株　　　　　式 1,960 2,611 651

債　　　　　券 －　 －　 －　

そ　　の　　他 －　 －　 －　

合　　　　　　計 1,960 2,611 651

２. 時価のないその他有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

連結貸借対照表

計　上　額

非上場株式（店頭売買株式を除く） 563

関連会社株式 2,680

種　　　　　類 取　得　原　価 差　　　　　額
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⑥デリバティブ取引 
  
 当社グループは、デリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 
 
⑦退職給付 
 

１．採用している退職給付制度の概要 

   当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けています。 
 

２．退職給付債務に関する事項 

                           （当  期）    （前  期） 

    イ．退職給付債務               △9,049百万円    △9,592百万円 

    ロ．年金資産（退職給付信託を含む）       5,063 〃      5,659 〃  

    ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）       △3,986 〃     △3,932 〃  

    ニ．未認識数理計算上の差異           1,698 〃      1,032 〃  

    ホ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ）    △2,288 〃     △2,900 〃  

    ヘ．前払年金費用                 497 〃       240 〃  

    ト．退職給付引当金（ホ－ヘ）         △2,785 〃     △3,140 〃  

   （注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 
 

３．退職給付費用に関する事項 

                           （当  期）    （前  期） 

    イ．勤務費用                   349百万円      385百万円 

    ロ．利息費用                   179 〃       218 〃  

    ハ．期待運用収益                 △85 〃       △83 〃  

    ニ．会計基準変更時差異の費用処理額        － 〃      2,787 〃  

    ホ．数理計算上の差異の費用処理額         103 〃        － 〃  

    ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）      546 〃      3,308 〃  

   （注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しています。 
 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

                           （当  期）    （前  期） 

    イ．退職給付見込額の期間配分方法       期間定額基準      同左 

    ロ．割引率                    2.5％      期首  3.5％ 

                                     期末  2.5％ 

    ハ．期待運用収益率                3.5％        4.5％ 

    ニ．数理計算上の差異の処理年数          10年        同左 

    ホ．会計基準変更時差異の処理年数          ―          １年 

前期（平成13年3月31日現在）

１. その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

連結貸借対照表

計　上　額

株　　　　　式 1,980 2,840 860

債　　　　　券 －　 －　 －　

そ　　の　　他 －　 －　 －　

合　　　　　　計 1,980 2,840 860

２. 時価のないその他有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

連結貸借対照表

計　上　額

非上場株式（店頭売買株式を除く） 435

関連会社株式 2,299

種　　　　　類 取　得　原　価 差　　　　　額
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生産、受注及び販売の状況 

 

1．生産実績 

  事業の種類別セグメントごとの生産実績は次のとおりです。 

    (注)１．金額は、販売価格によっています。 

      ２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

      ３．外注生産を含みます。 

 

2．受注状況 

  当社グループは受注見込による生産方式をとっています。 

 

3．販売実績 

  事業の種類別セグメントごとの販売実績は次のとおりです。 

    (注)上記の金額には、消費税等は含まれていません。 
 

（単位：百万円）

当　　期 前　　期

自 13. 4. 1 自 12. 4. 1

至 14. 3.31 至 13. 3.31

72,072 68,782 ＋ 4.8

36,751 39,769 △ 7.6

11,145 11,474 △ 2.9

845 912 △ 7.4

120,815 120,939 △ 0.1

対前期比( % )

合　　      　　　　　計

事業の種類別セグメントの名称

ライフテック事業

そ の 他  事  業

飼　 料　 事   業

食品・畜産事業

（単位：百万円）

当          期 前          期

自 13. 4. 1 自 12. 4. 1

至 14. 3.31 至 13. 3.31

57,409 55,000

4,936 4,878

62,345 59,879

事業の種類別セグメントの名称

合　　     　　　　　計

ライフテック事業

飼　 料　 事  業


